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平成１５年３月１４日 

 

関 係 各 位 

 

東京都新宿区四谷一丁目 2 番 8 号 

高 千 穂 交 易 株 式 会 社  

代表取締役社長   山 村 秀彦 

（登録銘柄コード・２６７６） 

問い合わせ先 

取 締 役 
経営システム本部長 赤 堀 寛人 

電話 ０３－３３５５－１１８９ 

 

ストックオプション（新株予約権）の割当に関するお知らせ 

 

  当社は、平成１５年３月１４日開催の取締役会において、商法第 280 条ノ 20、第 280 条ノ 21 及び

定時株主総会の決議に基づき発行する新株予約権（ストックオプション）の具体的内容を、下記の  

とおり決定いたしましたのでお知らせいたします。 

 

記 

 

１．新株予約権の発行要領 

(1) 新株予約権の目的たる株式の種類および数 

当社普通株式 ３７１，０００株を上限とする。 

各新株予約権の目的たる株式の数（以下、「付与株式数」という。）は１，０００株とする。 

なお、新株予約権を発行する日（以下,「発行日」という。）以降、当社が当社普通株式

の分割または併合を行う場合には、付与株式数を次の算式により調整し（1 株未満の端数は

切捨て）、新株予約権の目的たる株式の総数は、調整後付与株式数に当該時点で行使または

消却されていない新株予約権の総数を乗じた数とする。 

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率 

     また、発行日以降、当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合等、付与株式数の

調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、資本の減少、合併または会社分割の条

件等を勘案の上、合理的な範囲で付与株式数を調整し、新株予約権の目的たる株式の総数は、

調整後付与株式数に当該時点で行使または消却されていない新株予約権の総数を乗じた数

とする。 
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(2) 新株予約権の総数 

３７１個を上限とする。 

(3) 新株予約権の発行価額および発行日 

無償で発行するものとし、発行日は平成１５年４月９日とする。 

(4) 各新株予約権の行使に際して払込をなすべき額 

平成１５年４月９日に確定する。 

 各新株予約権の行使に際して払込をなすべき額は、各新株予約権の行使により発行また

は移転する株式１株当たりの払込金額（以下、「払込金額」という。）に付与株式数を乗じ

た金額とする。 

 払込金額は、発行日の属する月の前月の各日（取引が成立していない日を除く。）の日本

証券業協会が公表する当社普通株式の最終価格（以下、｢最終価格｣という。）の平均値（最

終価格のない日を除く。）に 1.05 を乗じた金額（１円未満の端数は切り上げ）、または発行

日の最終価格（当日に最終価格のない場合は、それに先立つ直近日の最終価格）のいずれ

か高い金額とする。 

 なお、発行日以降、以下の事由が生じた場合は、払込金額をそれぞれ調整する。 

①当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、次の算式により払込金額を調整

し、調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。 

 
 
                            1 
   調整後払込金額＝調整前払込金額× 
                        分割・併合の比率 

 

②当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式を発行または自己株式を処分す 

る場合(新株予約権の行使を除く。)は、次の算式により払込金額を調整し、調整により

生じる 1 円未満の端数は、これを切り上げる。 

 

新規発行株式数×1株当たり払込金額 
既発行株式数+ 

時 価 
調整後払込金額＝調整前払込金額× 

既発行株式数+新規発行株式数 

 

  なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有

する自己株式の総数を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行

株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。 

③当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合等、払込金額の調整を必要とするや

むを得ない事由が生じたときは、資本減少、合併または会社分割の条件等を勘案の上、

合理的な範囲で払込金額を調整するものとする。 

(5) 新株予約権の行使期間 

平成１７年１月１１日から平成２０年１月１０日まで 

(6) その他の新株予約権の行使の条件 

各新株予約権の一部行使はできないこととする。 
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(7) 新株予約権の消却事由及び消却の条件 

当社は、いつでも、当社が取得し保有する未行使の新株予約権を、無償にて消却すること

ができるものとする。 

(8) 新株予約権の譲渡制限 

新株予約権を譲渡するときは当社取締役会の承認を要するものとする。 

(9) 新株予約権の行使により普通株式を発行または移転される普通株式の総額 

平成１５年４月９日に確定する。 

(10) 新株予約権の行使により普通株式を発行する場合の発行価額中資本に組入れる額 

平成１５年４月９日に確定する。 

(11) 申込みの勧誘の相手方の人数およびその内訳 

当社取締役６名並びに当社使用人２００名並びに当社子会社取締役３名に割り当てる。 

 

２．新株予約権割当の要領 

  新株予約権の割当に際して、新株予約権発行の目的に鑑みて合理的と判断する条件を付する 

「新株予約権割当契約」を当社と新株予約権の割当を受ける者との間で締結するものとする。 

 

 

（ご参考） 

１．定時株主総会付議のための取締役会決議日    平成１４年５月１４日 
２．定時株主総会の決議日             平成１４年６月２７日 

以  上  


